
平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
②
③

① ％

② 回
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 定例記者会見事務 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 昭和30年以前 終了年度

１　市民自治の確立 項

企画政策課

予 算 事 業 名 なし 係　   　名 広報広聴係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1015

施  策  名 ２　市政に関する情報の共有 目

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 予算なし

目  標  名 共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 ２-１　広報の充実 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 市長が、毎月１回報道機関を通じて、市民に市政に対する情報等を提供する。

対　   　象 市民

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

毎月１回定例の記者会見を開催する。

意       図
（成果指標）

市政や市民生活等の情報が充実する。
市政に関心を持つ市民が増加する。

活
動
指
標

開催回数（年間） 12 12 12 12 100.0% 12

69.0
記者会見の内容が新聞に掲載された回数 12 12 12 12 100.0% 12

市民アンケートで「市政情報を十分に知ることができると感じる」市民の割合 67.0 57.7 68.0 57.8 85.0%

支
出
内
訳

①需用費 34,000

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

支出合計（Ａ） 34,000 0 0 0 0
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）

収入合計 34,000 0 0 0 0
⑤一般財源 34,000

300 300 300 250 -16.7% 300

①事務事業に携わる正規職員数 2 2 2 2

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

○毎月の行事予定をとりまとめ、所管課へ照会した。
○所管課からの校正依頼に基づき、行事予定表に追加・修正・削除をした。
○毎月１日もしくは前月下旬に記者会見を実施。
○記者会見の概要等を市ホームページで公開した。

1,260,000 1,260,000 1,050,000 -16.7% 1,260,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 1,294,000 1,260,000 1,260,000 1,050,000

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 1,260,000

0.0% 2

②年間所要時間

Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

-16.7%

３ 妥当でない

1,260,000

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり

プレスリリースによる広報は、定例記者会見を含めて市政情報発
信のための貴重な手段である。今後も、タイムリーに情報を発信
するとともに、プレスリリースの仕方について工夫していくこ
と。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
②
③
① ％
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 ＣＡＴＶ放送番組審議会事務 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成14年度 終了年度

１　市民自治の確立 項

企画政策課

予 算 事 業 名 広報広聴一般管理費 係　   　名 広報広聴係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1015

総務管理費

施  策  名 ２　市政に関する情報の共有 目 文書広報費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款 総務費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 ２-１　広報の充実 市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要 ケーブルテレビで放送している行政情報番組について、有権者から意見をいただき、番組の向上に努める。

対　   　象 ケーブルテレビ契約世帯

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

ＣＡＴＶ放送番組審議会の開催

意       図
（成果指標）

分かりやすく、質の高い番組を提供する。

活
動
指
標

開催回数 1 1 1 1 100.0% 1

65.5
市民アンケートで「市政情報を十分知ることができると感じる」市民の割合 67.0 57.7 68.0 57.8 85.0% 69.0
ケーブルテレビ加入率 64.5 64.0 65.0 63.9 98.3%

支
出
内
訳

①需用費 2,000 2,000 2,000 0 -100.0%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

2,000
②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

60,000
支出合計（Ａ） 62,000 50,000 62,000 0 -100.0% 62,000
⑤その他 60,000 48,000 60,000 0 -100.0%

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
62,000

収入合計 62,000 50,000 62,000 0 -100.0% 62,000
⑤一般財源 62,000 50,000 62,000 0 -100.0%

20 20 20 20 0.0% 20

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

○審議会委員を選定し、依頼した。
○審議会用資料を作成した。
○第12回ＣＡＴＶ放送番組審議会を開催した。
　　実施日　平成26年3月4日（火）　参加者　委員10名　事務局7名
○議事録を作成した。

84,000 84,000 84,000 0.0% 84,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 146,000 134,000 146,000 84,000

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 84,000

0.0% 1

②年間所要時間

Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

-37.3%

３ 妥当でない

146,000

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり

引き続き、新川インフォーメーションセンターと共同で開催す
る。
行政番組に対する貴重な意見をいただける場となっており、意見
や提言を番組制作に活かすよう努める。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 部
② 頁
③
① 点
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 広報うおづ発行事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 昭和27年度 終了年度

１　市民自治の確立 項

企画政策課

予 算 事 業 名 広報うおづ発行事業 係　   　名 広報広聴係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1015

総務管理費

施  策  名 ２　市政に関する情報の共有 目 文書広報費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款 総務課

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 ２-１　広報の充実 市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要
月１回の広報紙発行を通じて親しみやすい市政情報やイベント情報の提供を行い、開かれた行政運営の実現と市民
サービスの向上を図る。
また、市民の市政への関心を高め、まちづくりに積極的に参加できる環境づくりを進める。

対　   　象 市民、世帯

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

月１回、広報紙を編集し発行する。

意       図
（成果指標）

市政や市民生活等の情報が充実する。
市政に関心を持つ市民が増加する。

活
動
指
標

発行部数 189,600 189,600 192,000 192,000 100.0% 194,400
発行ページ 276 260 268 276 103.0% 272

90広報モニターによる満足度（満点100点） 90 85 90 81 90.0%

支
出
内
訳

①需用費 8,648,000 8,289,000 9,310,000 9,072,767 9.5%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

9,189,000
②委託料 648,000

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金 33,000 24,000 9,000 -100.0% 10,000
③工事請負費

990,000
支出合計（Ａ） 9,721,000 9,252,000 9,490,000 9,200,963 -0.6% 10,837,000
⑤その他 1,040,000 939,000 171,000 128,196 -86.3%

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等） 5,000 5,000 -100.0%
10,837,000

収入合計 9,721,000 9,252,000 9,490,000 9,200,963 -0.6% 10,837,000
⑤一般財源 9,716,000 9,247,000 9,490,000 9,200,963 -0.5%

2,700 2,700 2,400 2,400 -11.1% 2,780

①事務事業に携わる正規職員数 2 2 2 2

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

○イベント等の取材を行い、原稿を作成し、編集を行った。
○毎月、各課に原稿の有無の照会と原稿提出依頼を行った。
○各課より提出された原稿により編集を行った。
○担当課に校正依頼をし、担当課からの校正依頼により記事を修正した。
○毎月18日ぐらいに、印刷業者に原稿データを渡し、成果品（予定）のチェックを行った。
○毎月19日ぐらいに、印刷業者に原稿データ（最終）を渡し、印刷を依頼した。
○広報紙は市ホームページでも公開した。
○広報モニターや市内企業等に広報紙を発送した。また、モニターからの意見をとりまとめた。

11,340,000 10,080,000 10,080,000 -11.1% 11,676,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 21,061,000 20,592,000 19,570,000 19,280,963

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 11,340,000

0.0% 2

②年間所要時間

Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

-6.4%

３ 妥当でない

22,513,000

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり

読みやすく、親しみやすい広報の紙面づくりに努める。
また、また市民アンケートの結果などから、市民の関心の高い課
題についての特集記事についても工夫する。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 　 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 分
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 ラジオ広報事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成７年度 終了年度

１　市民自治の確立 項

企画政策課

予 算 事 業 名 ラジオ広報事業 係　   　名 広報広聴係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1015

総務管理費

施  策  名 ２　市政に関する情報の共有 目 文書広報費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款 総務費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 ２-１　広報の充実 市民協働の状況 協働可能だが予定なし

２
事
業
概
要

事 業 概 要
コミュニティＦＭ放送を通じて親しみやすい市政情報やイベント情報の提供を行い、開かれた行政運営の実現と市民
サービスの向上を図る。
市民の市政への関心を高め、まちづくりに積極的に参加できる環境づくりを進める。

対　   　象 ラジオ番組「マイシティにいかわ」の可聴地域（２市２町　魚津市・黒部市・入善町・朝日町）の住民

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

ラジオ番組「マイシティにいかわ」にて、行事案内・行政案内などを放送。
放送は毎週金曜日午前７時45分～８時の15分間。（㈱新川コミュニティ放送に委託）

意       図
（成果指標）

市政や市民生活等の情報が充実する。
市政に関心を持つ市民が増加する。

活
動
指
標

番組の放送時間 780 780 780 780 100.0% 780

19.0番組を視聴している人の割合 17.7 18.0 17.1 95.0%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

1,005,000
支出合計（Ａ） 977,000 977,000 977,000 976,500 -0.1% 1,005,000
⑤その他 977,000 977,000 977,000 976,500 -0.1%

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
1,005,000

収入合計 977,000 977,000 977,000 976,500 -0.1% 1,005,000
⑤一般財源 977,000 977,000 977,000 976,500 -0.1%

100 100 100 100 0.0% 100

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

○㈱新川コミュニティ放送に１月分の放送内容のスケジュ－ルを依頼をした。
○放送日の前日までに、当該放送分の内容をチェックした。

420,000 420,000 420,000 0.0% 420,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 1,397,000 1,397,000 1,397,000 1,396,500

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 420,000

0.0% 1

②年間所要時間

Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

0.0%

３ 妥当でない

1,425,000

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり

週１回１５分番組であるが、放送エリアは新川圏域であり、広域
的な広報手段として有効に活用していく。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 分
② 分
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 テレビ広報事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成11年度 終了年度

１　市民自治の確立 項

企画政策課

予 算 事 業 名 テレビ広報事業 係　   　名 広報広聴係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1015

総務管理費

施  策  名 ２　市政に関する情報の共有 目 文書広報費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款 総務費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 ２-１　広報の充実 市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要
ケーブルテレビを通じて親しみやすい市政情報やイベント情報の提供を行い、開かれた行政運営の実現と市民サービ
スの向上を図る。
市民の市政への関心を高め、まちづくりに積極的に参加できる環境づくりを進める。

対　   　象 ケーブルテレビ契約世帯

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

行政番組「まちかど魚津」の制作、放送（ＮＩＣＥ　ＴＶに委託）
市議会中継及び編集、再放送（ＮＩＣＥ　ＴＶに委託）

意       図
（成果指標）

市政や市民生活等の情報が充実する。
市政に関心を持つ市民が増加する。

活
動
指
標

情報番組の放送時間 43,800 43,800 43,800 43,800 100.0% 43,800
市議会中継と再放送時間

63.0行政情報番組を視聴している人の割合(アンケート調査） 61.0 61.8 62.0 60.6 97.7%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料 9,464,000 9,464,000 9,464,000 9,463,230 0.0% 9,734,000

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

支出合計（Ａ） 9,464,000 9,464,000 9,464,000 9,463,230 0.0% 9,734,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
9,734,000

収入合計 6,464,000 9,464,000 9,464,000 9,463,230 0.0% 9,734,000
⑤一般財源 6,464,000 9,464,000 9,464,000 9,463,230 0.0%

300 300 200 200 -33.3% 200

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

○毎月前半（１日～15日）と後半（16日～月末）放送分のスケジュールを決め、担当課に出演を依頼した。
○スケジュールは放送開始の約２週間前までにＮＩＣＥ　ＴＶに渡した。
○放送開始日前日までに、放送内容をチェックした。

1,260,000 840,000 840,000 -33.3% 840,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 10,724,000 10,724,000 10,304,000 10,303,230

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 1,260,000

0.0% 1

②年間所要時間

Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

-3.9%

３ 妥当でない

10,574,000

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり

各課に対し、ケーブルテレビを利用した市政情報の積極的な提供
を促進していく。
また、番組審議会の意見や視聴者アンケートなどによる市民ニー
ズを踏まえた番組企画に努める。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
②
③
① 人
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 フェイスブック広報事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成24年度 終了年度

１　市民自治の確立 項

企画政策課

予 算 事 業 名 なし 係　   　名 広報広聴係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1015

施  策  名 ２　市政に関する情報の共有 目

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 予算なし

目  標  名 共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 ２-１　広報の充実 市民協働の状況 協働可能だが予定なし

２
事
業
概
要

事 業 概 要
魚津市公式フェイスブックを通じて、タイムリーに親しみやすい市政情報やイベント情報の提供を行い、開かれた行
政運営の実現と市民サービスの向上を図る。
市民の市政への関心を高め、まちづくりに積極的に参加できる環境づくりを進める。

対　   　象 フェイスブックに登録をしている人

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

魚津市公式フェイスブックページを通じて市政情報の発信を行う。

意       図
（成果指標）

市政や市民生活等の情報が充実する。市政に関心を持つ市民が増加する。
魚津市の魅力を市内外に広くＰＲする。

活
動
指
標

投稿記事 50 71 200 363 181.5% 220

500市フェイスブックページのファン数 100 170 300 490 163.3%

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

支出合計（Ａ） 0 0 0 0 0
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）

収入合計 0 0 0 0 0
⑤一般財源

280 300 350 25.0% 300

①事務事業に携わる正規職員数 2 2 2

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

○イベント等を取材した。
○市フェイスブックページに取材記事やお知らせ記事を投稿した。
○投稿記事ごとの閲覧者数等の集計を毎月行った。

1,176,000 1,260,000 1,470,000 25.0% 1,260,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 0 1,176,000 1,260,000 1,470,000

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 0

0.0% 2

②年間所要時間

Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ｂ
自治体関与の妥当性

25.0%

３ 妥当でない

1,260,000

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり

今後、発信する情報の内容等を検討するとともに、SNSの利点を活
かした事業についても研究を進めていくことが必要である。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 世帯
② 人
③
① ％
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

多くの地域では町内会長・自治会長が区長を兼ねており、１年交
代で区長が交代する。区長と町内会長・自治会長の役割を認識し
ないうちに交代している。

評
価
結
果

３ 適正でない
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

負担割合の適正化

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

３ 低い

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
効  率  性 Ｂ 実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり

１ 妥当である ２ 検討の余地あり

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
３ 低い・未実施

自治体関与の妥当性

目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり
対象の妥当性

３ 妥当でない
評価項目

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である

６
評
価

評価の視点

毎月１回、市民に広報やチラシなどの行政文書の配布を行う。また、定期的に13地区の区長会長からなる自治会連絡協議会を開催
し、情報交換を実施している。ほかに雪対策会議を開催し、冬期間の除排雪の協力要請を行う。

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性

妥　当　性 Ａ

Ｂ

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 19,650,000 19,609,405 19,596,000 19,423,982 -0.9% 19,643,585

人
件
費

0.0% 2

②年間所要時間 400 400 400 400 0.0% 400

2 2

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 1,680,000 1,680,000 1,680,000 1,680,000

①事務事業に携わる正規職員数 2 2

17,963,585
収入合計 17,970,000 17,929,405 17,916,000 17,743,982 -1.0% 17,963,585
⑤一般財源

0.0% 1,680,000

-1.0%
④その他（使用料、雑入等）

17,970,000 17,929,405 17,916,000 17,743,982

②県支出金

④負担金補助及び交付金 81,000 81,000

-1.0%

0.0%

③地方債

-0.7%
81,000

17,963,585
⑤その他 17,787,715 17,788,00017,818,000 17,812,58517,654,414

17,743,982

25年度 26年度

80,000

決算増減率 当初予算額
47,000 8,568 -85.9% 71,000

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費

③工事請負費

71,000 60,690
②委託料

財
源
内
訳

①国庫支出金

81,000

支出合計（Ａ） 17,970,000 17,929,405 17,916,000

予算現額 決算額 予算現額 決算額

88.8% 100
85 106.3% 80

100 89
80

88.8% 16,715
雪対策会議に出席した区長数 150 137 150 102 68.0% 150

14,84016,715
３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

区長を通じて配布した世帯数 16,555 14,839
計画 実績

雪対策会議に出席した区長の割合 59 54

成
果
指
標

区長を通じて配布した世帯の割合 100 90

達成率 計画

意       図
（成果指標）

行政情報の提供や事務事業の広報、周知を行う。

25年度 26年度
計画 実績

市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要

市民に対し、市行政の周知徹底と行政の円滑な運営を図るため、253名の区長を設置し、以下の事務を委託している。
１．市民に対する一般周知事項の伝達、回覧、配布等に関すること
２．市民に対する広報、その他文書等の送達配布に関すること
３．福祉、環境、防災等に係る事項の連絡に関すること　　４．その他市長が必要と認める事務処理に関すること

対　   　象 世帯、区長

手       段
（活動指標）

毎月１回、市民に広報やチラシなどの行政文書の配布を行う。また、定期的に13地区の区長会長からなる自治会連絡
協議会を開催し、情報交換を実施している。ほかに雪対策会議を開催し、冬期間の除排雪の協力要請を行う。

施  策  名 ２　市政に関する情報の共有 目 文書広報費

基本事業名 ２-１　広報の充実

総務費
予
算
科
目

会　   　計

１　市民自治の確立

当面継続 一般会計

予 算 事 業 名 区長設置事業 係　   　名 地域協働推進係

担
当
部
署

課       名

政  策  名

電 話 番 号

地域協働課

0765-23-1017

開始年度 昭和34年度 終了年度

項 総務管理費

事  業  期　間

事  業  区　分 自治事務

内部管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 区長設置事業

総
合
計
画

目  標  名 共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② 件
③
① 件
② 件
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

　

３ 適正でない

２ 検討の余地あり
２ 普通

２次評価

１ 高い
１ 適正である

２ 改善の余地あり

0

2,744,000

0
480,000495,000

0.0%1,260,000

2

3,193,869

300

２ 検討の余地あり

0

26年度

0

有  効  性

Ｈ24評価

Ａ

Ｈ25評価

Ｂ

-14.7%

目的の妥当性
対象の妥当性

2

目標達成度
１ 妥当である

1,933,869

3,728,000

2,513,070

1,260,000

2

1,933,869

30.0%
17.4%

1,708,000

評価項目

18.1%4,131,930

計画
60
3

0
当初予算額

380,000
38,000

③工事請負費

60
333

28,000

区　　分

①需用費
1,485,000 946,470支

出
内
訳 ⑤その他

②委託料

単位

2,871,930

魚津市ホームページ年間アクセス件数 309,478

60
3ライブ配信件数

６
評
価

Ａ

評価の視点

Ａ効  率  性
コスト効率

計画どおり事業を実施することが適
当

１次評価
（課長総括）

妥　当　性

負担割合の適正化

自治体関与の妥当性

上位施策への貢献度
類似事業の有無

１ 妥当である

実施主体の適正化
１ 適正である

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

４
コ
ス
ト
情
報

円）（Ｂ）4,200

②年間所要時間

①事務事業に携わる正規職員数

②県支出金

支出合計（Ａ）
①国庫支出金

人
件
費

④負担金補助及び交付金

③人件費（②×＠

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

・ホームページ管理システムの管理　・バナー広告の掲載　・蜃気楼等の映像のライブ配信　・メールマガジンの配信  ・公開系
サーバの更新

0

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

2,513,070

0

0
0

２
事
業
概
要

事 業 概 要

インターネット利用者向けに、インターネットを活用して市政情報の提供を行い、開かれた行政運営と市民サービスの向上を図る。
また、インターネットの持つ双方向性機能を生かし、市民の市政に対する要望、提案等、市民のニーズを的確に把握し、市民の市政への関心
を高め、まちづくりに積極的に参加できる環境づくりを進める。さらに、インターネットを通じ、魚津固有の地域資源を広く紹介し、内外に
魚津市をアピールする。

対　   　象

意       図
（成果指標）

・市民が必要とするときに、必要な情報を入手することができる。
・市は、市民からの要望、市政への提案やニーズを把握することができる。

・ホームページ管理システムの管理　・バナー広告の掲載　・蜃気楼等の映像のライブ配信　・メールマガジンの配信  ・公開系サーバの更新
手       段
（活動指標）

財
源
内
訳

0

0
0

3,308,000

0
0

285,780
10,981

決算額

0
807,030

0

0
0

2,451,930

当面継続

実績

一般会計

総務費

総務管理費

①インターネット利用者　　②インターネットを利用する市民

款
予
算
科
目

共通目標１　誰もが主役のまちづくり

協働になじまない

会　   　計

26年度

２-１　広報の充実

指　標　名

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

政  策  名

施  策  名

１　市民自治の確立 項

目

0

100.0%

330,000

100.0%

27,000 21,952

予算現額
24年度

決算額
0

320,000

３
指
標

25年度

60

単位 24年度
計画

60

86.6%成
果
指
標

魚津市携帯ホームページ年間アクセス件数       

達成率
定期更新件数及び新着情報提供件数活

動
指
標

実績

２　市政に関する情報の共有

市民協働の状況

文書広報費

計画

ソフト事業

0
0

0
1,152,930

0

終了年度平成8年度開始年度

予算現額

総務課

インターネットホームページ事業

自治事務

情報政策係係　   　名

0765-23-1021

担
当
部
署 電 話 番 号

課       名インターネットホームページ事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

この事業は、インターネットホームページを利用し、行政情報を発信してい
る。平成23年度にリニューアルし、事業費の削減を行った。また、平成25年度
からはフェイスブックを利用し、イベント等の情報を発信している。今後もＩ
Ｔを利用した情報発信は多様化すると考えられるので、常に見直しを進めてい
く必要がある。また、よくある質問への掲載を充実するよう各課への呼びかけ
が必要である。

39.2%

決算増減率

1,706,040

３ 低い

３ 妥当でない

0.0%

30.0%

25年度

１ 妥当である
３ 妥当でない

２ 改善の余地あり ３ 適正でない

３ 低い・未実施

0.0%

420,000

0

評
価
結
果

不要

0

1,719,000

3,728,000

420,000
1,718,869

0

987,3992,243,000

300

72.8%

２ 検討の余地あり
２ 検討の余地あり

２ 普通

1,260,000

３ あり
１ 高い
１ なし
１ 高い

３ 低い

２ 目標どおり

1,260,000

0

1,036,000

３ 妥当でない

内　　容

4,004,000

2

300

3,773,070

1,260,000

2,744,000

300

2,264,000
130.2%

0

300

4,988,000

2

0

215,000
2,018,070

2,871,930



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
② 回
③ 回
① 人
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない１ 妥当である

自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性 Ｂ

効  率  性 Ｂ

妥　当　性 Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

適正かつ効率的な議会運営の支援に努める。

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

2,300

3

-11.5% 9,660,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 18,974,000 17,208,52218,731,260

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位

支
出
内
訳

議会改革の中間答申を踏まえ、下記のとおり実施した。
１．「全員協議会」「議員協議会」を正規の議会活動として会議規則に定め、別途運営規程を設けた。
２．予算については、従来の常任委員会分割付託方式を廃止し、予算特別委員会を設置し集中審議した。
３．本会議における代表・個別質問のありかたについても、再質問の方法、当局答弁の順序、所属委員会との関係について見直し
た。
４．議案に対する賛否を議会だよりやホームページで公開した。

19,833,000

人
件
費

2,400 2,600 2,400

18,068,155

-11.5%

10,080,000

2,300

-4.8%

3

②年間所要時間

10,920,000 10,080,000 9,660,000

①事務事業に携わる正規職員数 3

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ）

10,173,000
10,173,000

3 0.0% 3

5.6%8,894,000 7,148,155 8,651,260 7,548,522
8,894,000 7,148,155 8,651,260 7,548,522 5.6%

④その他（使用料、雑入等）

②県支出金財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

⑤一般財源
収入合計

③工事請負費

5,192,000
支出合計（Ａ） 8,894,000 7,148,155 8,651,260 7,548,522 5.6% 10,173,000
⑤その他 5,413,000 3,682,095 5,016,832 3,978,480 8.0%

-42.0% 335,000
②委託料 3,106,000

243,000 210,094
4,646,000

362,441
3,103,619 3,391,428 3,359,948 8.3%

①需用費 375,000

④負担金補助及び交付金

26年度
予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

24年度 25年度

107.7% 5552成
果
指
標

本会議にて質問・討論等を行った議員数（のべ） 52 57 56

30
5

45 140.6%
50 64 60 68 113.3%
22 33 32

活
動
指
標

定例会及び臨時会開催数 5 6

その他会議等開催数
常任委員会・特別委員会開催数

意       図
（成果指標）

開かれた議会をめざして、議会や議員の活動を市民に情報公開するとともに、広く市民の声を聴き、議員間の活発な
議論を通じて政策形成や議会運営に反映させていく。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績

60

計画 実績 達成率 計画
5 100.0% 5

市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要
市議会定例会、臨時会、各委員会等の開催及び会議録の作成並びに議案、請願・陳情等の処理等議会運営全般の事務
を行う。

対　   　象 市議会議員

手       段
（活動指標）

定例会（６月、９月、12月、３月）、臨時会（５月）、各委員会等の開催や行政視察の準備及び会議録の作成

目 議会費

議会費

１　市民自治の確立 項 議会費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般

共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款

開始年度 昭和29年度 終了年度

議会事務局議事課

予 算 事 業 名 市議会委員会運営費 係　   　名 議事調査係

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1041

内部管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 本会議・委員会等運営事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 ２-１　広報の充実

事  業  期　間

施  策  名 ２　市政に関する情報の共有



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 会派
②
③
① 会派
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない１ 妥当である

自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性 Ｂ

効  率  性 Ｂ

妥　当　性 Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

政務調査費が政務活動費に変わり、新たな指針を作成し、より一
層の透明性が求められる。

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

300

1

-33.3% 1,260,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 7,740,000 6,998,9227,740,000

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位

支
出
内
訳

議会改革の中間答申を踏まえ、その収支を議会だよりやホームページで公開した。

7,380,000

人
件
費

300 300 300

7,218,507

-33.3%

1,260,000

200

-3.0%

1

②年間所要時間

1,260,000 1,260,000 840,000

①事務事業に携わる正規職員数 1

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ）

6,120,000
6,120,000

1 0.0% 1

3.4%6,480,000 5,958,507 6,480,000 6,158,922
6,480,000 5,958,507 6,480,000 6,158,922 3.4%

④その他（使用料、雑入等）

②県支出金財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

⑤一般財源
収入合計

③工事請負費

支出合計（Ａ） 6,480,000 5,958,507 6,480,000 6,158,922 3.4% 6,120,000
⑤その他

②委託料

6,120,000

①需用費

④負担金補助及び交付金 6,480,000 5,958,507 6,480,000 6,158,922 3.4%

26年度
予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

24年度 25年度

100.0% 88成
果
指
標

適正な収支報告書を提出した会派数 7 7 8

8活
動
指
標

政務活動費を交付した会派数 7 7

意       図
（成果指標）

議員の政務活動・調査の推進を図る。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

8 100.0% 8

市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 地方自治法第100条第14項及び第15項に基づき、議会における会派に対し、政務活動費を交付する。

対　   　象 各会派

手       段
（活動指標）

議員１人当たり月30,000円の政務活動費を各会派に交付する。

目 議会費

議会費

１　市民自治の確立 項 議会費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般

共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款

開始年度 平成13年度 終了年度

議会事務局議事課

予 算 事 業 名 市議会委員会運営費 係　   　名 議事調査係

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1041

内部管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 政務活動費関係事務

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 ２-１　広報の充実

事  業  期　間

施  策  名 ２　市政に関する情報の共有



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② 円
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない１ 妥当である

自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性 Ｃ

効  率  性 Ｃ

妥　当　性 Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

議会を代表する議長が、各種団体や関係者と情報交換し、市政に
反映することは重要であると考えられる。

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

2,200

2

-4.5% 9,240,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 11,139,200 10,547,20210,840,000

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位

支
出
内
訳

従来と変更はない

10,840,000

人
件
費

2,200 2,200 2,200

10,993,005

0.0%

9,539,200

2,200

-4.1%

2

②年間所要時間

9,677,800 9,240,000 9,240,000

①事務事業に携わる正規職員数 2

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ）

1,600,000
1,600,000

2 0.0% 2

-0.6%1,600,000 1,315,205 1,600,000 1,307,202
1,600,000 1,315,205 1,600,000 1,307,202 -0.6%

④その他（使用料、雑入等）

②県支出金財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

⑤一般財源
収入合計

③工事請負費

1,600,000
支出合計（Ａ） 1,600,000 1,315,205 1,600,000 1,307,202 -0.6% 1,600,000
⑤その他 1,600,000 1,315,205 1,600,000 1,307,202 -0.6%

②委託料
①需用費

④負担金補助及び交付金

26年度
予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

24年度 25年度

91.1% 9090成
果
指
標

議長交際費の執行率（執行額/予算額） 90 82 82

1,500,000
100

1,307,202 87.1%1,600,000 1,315,205 1,500,000

活
動
指
標

議長交際費支出件数 90 104
議長交際費支出額

意       図
（成果指標）

議長（副議長）が円滑に議長用務を遂行できる。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

102 102.0% 100

市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
市議会を代表する議長（副議長）が円滑に公務を遂行できるよう、議長（副議長）の日程調整、議長交際費の管理を
行う。

対　   　象 議長、副議長

手       段
（活動指標）

議長（副議長）の日程調整、議長交際費の支払い

目 議会費

議会費

１　市民自治の確立 項 議会費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般

共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款

開始年度 昭和27年 終了年度

議会事務局議事課

予 算 事 業 名 議会一般管理費 係　   　名 庶務係

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1041

内部管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 議長秘書事務

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 ２-１　広報の充実

事  業  期　間

施  策  名 ２　市政に関する情報の共有



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない１ 妥当である

自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性 Ａ

効  率  性 Ａ

妥　当　性 Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

他市議会との意見交換、交流及び国への要望等を通して共通目標
等について研究し、市政発展に寄与することは必要である。

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

200

1

100.0% 840,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 2,508,000 2,906,7202,585,000

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位

支
出
内
訳

当市議長が全国市議会議長会の地方財政委員長に就任したため、総務大臣への要望活動など中央活動が大幅に増加した。

2,753,000

人
件
費

100 100 100

2,265,040

100.0%

420,000

200

28.3%

1

②年間所要時間

420,000 420,000 840,000

①事務事業に携わる正規職員数 1

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ）

1,913,000
1,913,000

1 0.0% 1

10.4%2,088,000 1,818,040 2,165,000 2,006,720
2,088,000 1,818,040 2,165,000 2,006,720 10.4%

④その他（使用料、雑入等）

②県支出金財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

⑤一般財源
収入合計

③工事請負費

466,000
支出合計（Ａ） 2,088,000 1,845,040 2,165,000 2,066,720 12.0% 1,913,000
⑤その他 625,000 382,040 708,000 646,720 69.3%

②委託料

1,447,000

①需用費

④負担金補助及び交付金 1,463,000 1,463,000 1,457,000 1,420,000 -2.9%

26年度
予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

24年度 25年度

95.0% 100100成
果
指
標

会議出席率 100 100 95

11活
動
指
標

会議出席回数 10 11

意       図
（成果指標）

全国、ブロック、県内の市議会議員との協議や意見交換を経て、団体としての要望活動を等を行い、よりよい施策に
つなげる。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

19 172.7% 11

市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
議会における相互の情報交換のため関係されている全国市議会議長会、北信越市議会議長会、富山県市議会議長会等
への負担金支出及び各種会議への出席

対　   　象 全国市議会議長会等

手       段
（活動指標）

負担金の支出、会議への出席及び提出物の取りまとめ

目 議会費

議会費

１　市民自治の確立 項 議会費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般

共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款

開始年度 昭和29年度 終了年度

議会事務局議事課

予 算 事 業 名 議長会運営費 係　   　名 庶務係

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1041

内部管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 議長会関連事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 ２-１　広報の充実

事  業  期　間

施  策  名 ２　市政に関する情報の共有



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
② 世帯
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない１ 妥当である

自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性 Ｃ

効  率  性 Ｃ

妥　当　性 Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

市民が議会活動を知る有効な手段であり、今後も必要である。市
民に関心を持ってもらえる紙面づくりが必要である。

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

600

1

0.0% 2,520,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 4,917,000 4,800,0965,036,000

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位

支
出
内
訳

代表・個別質問のページで、質問事項の見出し及び他の質問事項をすべて掲載することにし、議会だよりの見やすさ・分かりやすさ
を追求した。

4,866,000

人
件
費

600 600 600

4,705,092

0.0%

2,520,000

600

2.0%

1

②年間所要時間

2,520,000 2,520,000 2,520,000

①事務事業に携わる正規職員数 1

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ）

2,346,000
2,346,000

1 0.0% 1

4.3%2,397,000 2,185,092 2,516,000 2,280,096
2,397,000 2,185,092 2,516,000 2,280,096 4.3%

④その他（使用料、雑入等）

②県支出金財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

⑤一般財源
収入合計

③工事請負費

支出合計（Ａ） 2,397,000 2,185,092 2,516,000 2,280,096 4.3% 2,346,000
⑤その他

4.3% 2,346,000
②委託料

2,516,000 2,280,0962,185,092①需用費 2,397,000

④負担金補助及び交付金

26年度
予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

24年度 25年度

98.9% 9394成
果
指
標

世帯配布率（議会だより配布世帯数／全世帯数） 94 94 93

15,600
4

15,600 100.0%15,600 15,600 15,600

活
動
指
標

議会だより発行回数 4 4
議会だより配布世帯数

意       図
（成果指標）

地方分権の推進により、地方議会においても情報公開の必要性がますます高まっており、議会の情報を市民に提供す
る重要な役割を果たしている。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

4 100.0% 4

市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 議会だよりを発行し、議会に関する情報提供を行う。

対　   　象 市民

手       段
（活動指標）

議会だよりを年４回発行し、市内の各世帯に配布する。

目 議会費

議会費

１　市民自治の確立 項 議会費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般

共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款

開始年度 昭和47年 終了年度

議会事務局議事課

予 算 事 業 名 市議会委員会運営費 係　   　名 議事調査係

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1041

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 議会だより発行事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 ２-１　広報の充実

事  業  期　間

施  策  名 ２　市政に関する情報の共有


